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はじめに 

 

小樽商科大学 地（知）の拠点整備事業 

COC 推進本部長 大矢 繁夫 

 

 小樽商科大学 COC（Center of Community）事業の平成 26 年度事業報告書をお届け

します。COC 事業とは，国の予算措置のもとで，大学が自治体等と連携し，地域の抱える

様々な課題に取り組み，地域活性化とそれを担う人材を育成することを目指したものです。

本事業の本格的展開は，予算措置等の事情のため，平成 26 年度からとなりました。 

本事業の対象とする「地域」は，「食」や「観光」を中心に魅力を発揮している小樽市，

倶知安町，ニセコ町など「しりべし地域」であり，事業の内容も，「地域」のこの特性を念

頭においたものとなっています。主だったものとしては，まず「地域志向研究・教育プロ

ジェクト」が挙げられます。これは，観光や地域企業の国際的展開に関わるもの，また地

域の様々な課題に学生自らが取り組むという試み等があります。これらプロジェクトの実

施は 31 件，参加した本学教員は延べで 61 人であり，大きな成果とみることができます。

その他には，小樽市街を大学キャンパスに見たてて，市民と交流を図りつつ学んでいく場

として「まちなか教室」を展開したこと，さらに，地域をグロ―バルな視野のもとで考え

る新たな教育プログラム「グローカルマネジメント副専攻プログラム」を大学に新たに設

置したこと等が挙げられます。また，地域懇談会や地域での各種の公開講座，セミナー，

シンポジウム等も開催しました。 

  

 高等教育機関である大学は，言うまでもないことですが，研究とそれをベースにした教

育を行います。このことは，時が移ろうとも変わることはないでしょう。社会や人間や自

然現象を対象に研究を重ね，知見を磨き，それを若い学生に伝えていくのです。しかしこ

れと並んで，大学は今や，自分たちの足元の，当面する地域社会の様々な課題に正面から

取り組むことが要請されています。自分たちの地域に対して，高等教育機関である大学が

できることは何か，これを考え続け実践していかねばなりません。それは，もはや大学の

アイデンティティーの１つになっているといえます。これからも地域と大学が，ともに活

力と潤いに満ちて，よりよい社会と人間を目指すことのできるよう，励んでいきたいと思

います。 
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  ① 学生の客観的調査に基づく地域の課題認識と地域貢献を意図した提案の試

み －小樽の地域通貨 Tarcaに注目した社会調査の実施と活用－ 

② 小樽観光業に関する実態調査 
 
③ しりべし地域産果実由来微生物の探索とその産生セルロースゲルの評価を

研究テーマとするアクティブラーニングを導入した地域志向型ゼミナール
の実施 

  ④ 北海道法学教育プロジェクト 
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川余別川（北海道積丹町）におけるサクラマス・サンクチュアリー（保護区）
をコアとした地域活性化方策の構築－ 

  ⑦ 小樽を中心とした後志地域におけるヒューマンストーリーを活用した新た
な観光資源の開発 

  ⑧ ニセコ地区における中長期滞在型観光客のモビリティに関する研究（２） 
―モビリティサービスの基本構想― 

  ⑨ 北海道指定有形文化財 小樽市鰊御殿パンフレット英語化プロジェクト 
 
  ⑩ 北海道企業の国際ビジネスとグローバル人材像に関する調査 
 
  ⑪ 小樽港クルーズ客船外国人乗船客用観光マップ作成プロジェクト 
 
  ⑫ ニセコ観光圏（倶知安町、ニセコ町）における、国際観光マーケティングプ

ロジェクト 

  ⑬ 地域と学生をつなげる新たな小樽ガイドブック「たるぽーと」の制作 
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（※１）パネル展示等による一般の方への公表を前提としているため，各プロジェクトとも１枚にまとめ

た簡略版となります。プロジェクトの詳細な報告書，プロジェクト代表者からのコメント等につ

いては，本学 webサイトでご確認いただけます。 

 

（※２）新聞等掲載事例については，各新聞社の著作物であることから，webサイトでは公表しておりま

せん。 
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平成 26 年度ＣＯＣ事業外部評価結果について 

 

はじめに 

 

 平成２５年度の小樽商科大学「地（知）の拠点整備事業」（以下ＣＯＣ事業）は，年度途

中の平成２５年９月から始まったこともあり，設備備品の整備及び必要な人材の確保とい

った体制を整える助走期間であったと言え，外部評価においても，具体的な評価活動の実施

よりも，評価基軸，評価方法など，方向性の整理に重点を置いた年であった。 

平成２６年度は，本事業の２年目であるとともに，大学が１年を通して事業に取り組んだ

初めての年であることから，本事業の真のスタート地点とも言える年である。また，外部評

価においても，大学の取組について年間を通して確認可能となったことにより，実質的な評

価にシフトした年である。 

 

 なお，平成２５年度の外部評価において，「すでに終わった取組について，年度末の委員

会で報告を受けるのみでは，実質的・効果的な評価が難しい」旨の提言をしたところである

が，平成２６年度の外部評価に関しては，年度途中に外部評価委員への「個別訪問」が実施

され，個別に意見交換が行われている。この形式により，委員会以上に自由な意見及び提言

をすることが可能となったと言え，年度途中での進捗状況の報告がきめ細やかに行われた

ことは，評価に値するものである。 

また，事業実施中に寄せられた外部評価委員の提言に対しては，年度末に開催された外部

評価委員会において，年度を通して大学がどのように取り組み，成果を出したかについて，

あらためて報告されており，昨年度にはない外部評価の仕組みが構築された点においても

評価できるものである。 

 

以下，平成２６年度のＣＯＣ事業について，平成２５年度に策定した評価項目に基づき，

その達成度を中心に評価する。 

 

１－① 地域志向研究プロジェクトの実施 

２－① 地域志向型教育プロジェクトの実施 

 

 １－①及び２－①については，ともに「地域志向教育研究経費」というＣＯＣ事業におけ

る特徴的な経費の枠組で，地域志向型の教育及び研究プロジェクトを公募したものである。

教育と研究については，密接不可分な関係にあることから，この２項目については併せて検

証することとしたい。 

本項目の評価にあたり，まず昨年度との差異について触れる必要がある。事業の２年目を

迎えて，予算総額の増加に併せた大幅な改革がなされている。 
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【地域志向型プロジェクト公募における昨年度比較】 

 

 上記を踏まえ，公募方式について，評価できる点，改善すべき点等について記載する。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 予算総額の増額に伴い，教育区分の公募を新たに開始している。 

・ 公募にあたっては，補助金の趣旨に鑑み，適切な支出項目を積み上げ，プロジェクトの

規模に応じた適切な応募を促すため，申請上限額をＳ（３００万円：研究のみ），Ａ（１

００万円），Ｂ（３０万円）の３区分に細分化している。 

・ 年度途中での地域ニーズへの対応を視野に，公募を２回に分けて実施するなどの工夫

が見られる。 

・ 平成２５年度に比べ，申請数，採択数，参加教員数が大幅に増加しており，地域志向の

取組に対する教員の意識向上が伺える。 

 

＜改善すべき点＞ 

・ 公募の開始が７月となった点については，公募開始の早期化が望まれる。文部科学省の

審査に１か月を要した点があるにせよ，学内の公募要領策定スケジュールの見直しな

ど，早期化に向けた改善が望まれる。  

 

＜留意事項＞ 

・ 平成２６年度の外部評価委員会において，平成２７年度のＣＯＣ事業の予算減額が伝

えられたところである。予算総額の減額に伴う公募経費の減額は不可避であることか

ら，平成２７年度の公募については，さらなる工夫が必要になると思われる。 

  平成 25年度 平成 26年度 

公募区分 研究 研究・教育 

公募回数 1 回 2 回 

公募締切 
平成 25年 12月 20 日 第 1回：平成 26年 7月 15日 

（事業開始は平成 25年 9月） 第 2回：平成 26年 9月 30日 

予算総額 250万円 2,000 万円 

1 件当たりの 

金額上限 
50 万円 

S：300万円（上限 2件，研究のみ） 

A：100万円 

B：30 万円 

申請数 12 件 34 件（研究 20件，教育 14件） 

採択数 6 件 31 件（研究 18件，教育 13件） 

参加教員数 8 人 61 人 
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委員への個別訪問及び進捗状況の説明が行われたことは前述のとおりだが，この訪問の

際にも，プロジェクト公募に関する提言をしたところである。この提言に対する大学の対応

状況についても，評価できる点を記載する。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 「公募プロジェクトの一覧が，教員の提出資料を羅列した文字だけの平凡な表では分

かりにくい。読み手を意識した，分かりやすい資料の作成が必要である。」との指摘

に対して，プロジェクトを対象地域別に再分類し，1枚にマップ化した資料を迅速に

作成した点については評価できる。 

・ 「プロジェクトの件数が多いことは良いことであるが，プロジェクト成果の提出や評

価が必要である。民間では，ＰＤＣＡサイクルを回すことは当たり前である。今のま

まではＰＤで終わっている。ＣＡまで回して，人事考課などに結びつける必要がある

のではないか。」という指摘に対して，次の対応を行ったことは評価できる。 

① 公募要領に明記していなかったプロジェクト成果の提出について，公表を前提と

した実績報告書の提出を教員に義務づけた。 

② ①の実績報告書に基づく評価を実施するための「評価シート」を新たに作成し

た。 

③ ②による評価結果を，翌年度以降の公募採択の審査材料とする新たな仕組みを構

築した。 

・ 平成２６年度の外部評価委員会において，上記②の評価シートについて承認をしたと

ころであり，副申の提出地域（計５地域）に対しても，評価シートによる同様の評価を

依頼することが報告されたところである。このように，地域からの評価を幅広く集め，

直接的に活用するという仕組みは，補助金の透明性を担保するものであり，地域との

連携体制を強化するという点からも評価できる。 

 

＜留意事項＞ 

・ プロジェクトについては，新たな評価方法を取り入れたところであるが，ＣＯＣ事業

においては，外部評価委員会に加え，連携自治体を中心に構成された「地域連携会議」

の外部評価が行われることとなる。両者の独立性を担保した上で，共通の評価基軸に

よる評価についても，一考の余地があると考える。 

 

２－② まちなか教室の開発，授業の展開 

  

 「まちなか教室」は，キャンパスが市街中心部から離れている小樽商科大学においては，

学生が実際に地域の中で活動を行う交流拠点として重要なものである。 

 平成２５年度は，歴史的建造物を多く有しながら，その活用が課題となっている小樽の
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地域特性を考慮し，大学が歴史的建造物を借り上げて「まちなか教室」を設置した点にお

いて，評価できるものであった。その一方で，歴史的建造物の借り上げ料は，補助金で措

置することができないことから，大学の負担となっていた点においては，課題の一つでも

あった。 

 

 平成２６年度は，地域との対話を進め，地域とのコストシェアという考え方に基づき，

小樽市内の３施設（小樽市総合博物館，文学館及び美術館）が無償使用可能となる包括連

携協定を平成２６年９月に締結する等，「まちなか教室」の抜本的な改革を実施している。

これは，事業の推進にあたり顕在化した課題に対して適切な軌道修正を行った好事例と言

え，評価に値するものである。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 平成２５年度に大学が借り上げていた教室は１教室分しかなく，また，学生が土日祝日

に使用する場合は，事前申請の上教職員の同席を必要としていたため，柔軟な対応が難

しかった。小樽市の複数施設内の研修室，会議室，ミーティングルーム等を営業日であ

れば使用できることになったため，学生の利便性が向上した。 

・ 市の施設を無償で使用する場合には，「利用料減免申請書」により，団体名，利用目的

等について申請・提出する必要があったが，小樽市との協議により，学生証又は教職員

証の提示のみで利用が可能となったため，個人やゼミなどの少人数単位での活用が容

易となった。 

・ 市の施設については，研修室等の無料区域に加え，展示スペース等の有料区域も無償利

用が可能となり，小樽市博物館，文学館及び美術館のコンテンツに触れることにより，

「地域を学ぶ」という本補助金の趣旨に基づいた教育活動が可能となった。 

・ 「まちなか教室」の年間建物借上料は約４００万円（大学負担）であり，また，施設を

大学が維持管理することに伴う光熱水料等の固定的経費が発生していたが，大学が保

有する形態から，地域との協働による無償使用形態に移行したことにより，大幅なコス

トカットにつながった。 

・ いわゆる包括連携協定については，協定の締結そのものが「目的」となり，協定の形骸

化が起きるケースが見られる。これに対し，今回の包括連携協定は，地域志向教育にお

ける学生の活動拠点の整備という「目的」を達成するための「手段」であり，具体性・

実効性を持った取組と言える。 

 

＜留意事項＞ 

・ 書面申請ではなく，学生証の提示で複数の有料スペースを自由に行き来できる仕組み

を構築したことは，学生の利便性からは評価できるが，各施設における利用者のカウン

トができないとのことである。利用者数をカウントし，右肩上がりに増加させることが
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必ずしも重要とは言えないが，一定数の利用者を維持する取組は必要であろう。学生の

自由意思による自然増だけではなく，教員への働きかけ等によって，「まちなか教室」

を利用させる仕組み作りについて検討の余地がある。 

 

２－③ 地域ニーズに対応した新たな履修モデルの設計 

  

申請書においては，インターリージョナルな人材を育成するための履修モデルの設計ス

ケジュールは，下記のとおりであった。 

 

平成２６年度：履修モデルの検討開始 

平成２７年度：履修モデルの具体的な検討 

平成２９年度：履修モデルの本格始動 

 

これに対し，予定を前倒しして平成２６年度に履修モデルの具体的な検討を進めており，

この結果，平成２７年度から初年次必修科目群である「知（地）の基礎系」及び２年次生以

上が選択で履修可能な「グローカルマネジメント副専攻プログラム」が新設されることとな

った。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 具体的な履修モデルの検討を１年前倒しで実施したことにより，学生に対して具体的

な地域志向教育の実践・提供が２年前倒しで実現した点は，高く評価できる。 

・ 履修モデルの構築にあたり，地域志向科目群を１年次に必修化しており，初年次に地域

に対する興味喚起と知識の平均化を図っている。また，より専門的に学びたい学生に対

して，２年次後期から所属可能な副専攻「グローカルマネジメント副専攻プログラム」

を設置したことにより，地域志向大学として体系的なカリキュラムが構築されている。 

・ 「グローカルマネジメント副専攻プログラム」のうち，地域視点を養う教育を推進し，

地域に根差した職業能力を育成する科目群である「地域キャリア教育科目群」において，

幅広い分野の専門家を講師に迎えるオムニバス形式の「地域学」を平成２７年度に新規

開講予定である。平成２５年度からスタートしたＣＯＣ事業の成果を，事業年度内にい

ち早く学生に還元する好事例と言える。 

 

３－① 「地域懇談会」の開催状況 

  

ＣＯＣ事業においては，連携自治体等を構成員として行政目線の意見交換を行う「地域連

携会議」と，地域に出向いて住民目線で意見交換を行う「地域懇談会」の開催を行うことと

なっている。このうち「地域懇談会」については，申請書において年５回開催することとな
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っているが，平成２６年度は計７回が開催されている。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 平成２６年度は，小樽市（２回），札幌市，真狩町，喜茂別町，京極町及び留寿都町に

おいて，計７回を開催している。このうち，小樽市，札幌市以外は副申を交わした直接

的な連携地域ではないが，事業協働地域の「しりべし地域」の市町村であり，これまで

実施したことの無い地域での開催は，意見交換の新たな場の形成と言える。 

・ 住民側が大学に期待する取組は行政目線とは異なり，学術的なものよりも生活上必要

な身近なものが多く，特に学生のマンパワーによるボランティアや地域振興策などが

期待されている。これらの要望について，例えば学生が主役となって豪雪地帯での雪か

きボランティアや地域イベントを開催した事例があるが，「教育」と絡めて地域貢献に

取り組んだ点で事業趣旨に合致しており，評価に値するものである。 

 

＜留意事項＞ 

・ 地域に出向いて住民目線で意見交換を実施している分，意見交換において，ゴミ収集所

の問題，除雪の問題，子育て支援の問題など，地域に密着した具体的な課題が話題に挙

がることがある。実際のところ，行政が取り組むべき課題であって，大学が取り組むべ

き課題ではないが，地域住民にとっては行政と大学の明確な切り分けはできないのも

事実である。寄せられたニーズへの対応が不誠実であると，悪い評価につながる可能性

があることにも留意が必要である。 

 

３－② 地域住民向け各種セミナーの実施 

  

従前学内で定期的に開催していた公開講座やセミナーに加え，ビジネス創造センター主

催のセミナー，「北運河と北前船」講座，まちづくりシンポジウム，小樽保健所と協働した

シンポジウムなどを開催し，本事業の成果を広く一般に公表・還元している。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 上記のビジネス創造センター主催のセミナーは，本事業の趣旨である「インターリージ

ョナルな人材」の育成を視野に，ベトナムから講師を招聘し，一般市民を対象として開

催したものである。通常こうした一般市民を対象としたセミナーには，学生が自由意思

で参加することは極めて少ないことから，セミナーの前日に学生を対象とした学内セ

ミナーを特別開講している。地域住民向けセミナーについても，「教育」の観点から，

学生への学習機会の提供につなげており，補助金の趣旨を踏まえた取組として評価で

きる。 
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＜留意事項＞ 

・ 平成２６年度は，プロジェクトが多数立ち上がったことにより，一般市民向けのセミナ

ーの開催が活発であった。こうした前例を基に，地域から同様のセミナー等の開催要望

が寄せられるかも知れないが，平成２７年度以降については，予算の大幅な縮減に伴い，

大学が企画運営，開催費用等を一手に引き受ける形での開催は困難と考えられる。汗を

流すのが大学ばかりではなく，こうしたイベントを開催する際の「地域の関わり方」に

ついて，地域側も意識を変える必要があるだろう。 

 

３－③ 観光振興に資する地元人材育成プログラムの開発 

  

申請書においては，観光振興に資する地元人材育成プログラムの開発予定は，下記のとお

りであった。 

 

平成２６年度：地元人材育成プログラムの検討 

平成２８年度：地元人材育成プログラムの本格稼働 

 

これに対し，地域からの強い要望に基づき，観光人材育成プログラム「しりべし未来創造

大学」を２年前倒しで開講している。 

 

＜評価できる点＞ 

・ 「しりべし未来創造大学」の前身は，しりべし地域で平成２５年度まで１０年間にわた

り開催されていた地域人材育成プログラム「羊蹄山麓大学」である。同様のプログラム

にかかる地域の期待が大きかったことから，予定を前倒しして大学がコーディネート

し，地域人材育成プログラムが切れ目なく開催されたことについては，高く評価できる。 

・ 「しりべし未来創造大学」に加え，地域雇用の創出を目的として，地域での起業をサポ

ートする「ニセコ創業塾」を開催する等，ビジネス創造センター及びビジネススクール

の知見を，地域人材育成のために積極的に還元している。 

 

＜留意事項＞ 

・ 「しりべし未来創造大学」や「ニセコ創業塾」については，実質的には大学がコーディ

ネートしたものでありながら，小樽商科大学は「後援」扱いとなっていた。大学が積極

的に関与した事業については，第三者に与える印象の面からも，「後援」ではなく「共

催」扱いとするなどの工夫が必要と思われる。 
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総 評 

 

 平成２６年度の小樽商科大学の取組の特徴の一つは，「スピード感」であったと言える。

特に人材育成の取組において，学生に対してはカリキュラム改革を，地域に対しては地域

人材育成プログラムの提供を，予定を前倒しして実施している点は，高く評価できるもの

である。 

 また，地域とのコストシェアの考え方に基づく「まちなか教室」の改革，公募プロジェ

クトに対する評価のＰＤＣＡサイクルの構築など，事業２年目を迎えて，初年度の実績と

経験を基にした適切な軌道修正が行われていることからも，着実な事業運営が行われてい

ることが伺える。 

 

平成２７年度は，事業の中間年度であり，中間評価が行われる予定であるが，予算の大幅

減額が決まっており，これまで以上に大学の創意工夫が求められる。予算の縮小幅がそのま

ま事業の縮小とならないよう，これまでの知見を活かし，さらなる地域との協働により事業

を推進していただきたい。 

 

なお，この外部評価報告書の作成にあたっては，大学の評価作業において一般的な，大学

が「自己点検評価書」を作成した後に，その評価書を外部評価委員が確認し，意見をとりま

とめたものを「外部評価報告書」とする方式は取っていない。この方式は一般的かつ効率的

とも考えられるが，大学側の「自己」点検結果を事後的に確認するだけであり，自己点検の

方法，内容，評価結果等は大学側の判断となることから，その適正性を含めて，実のある外

部評価になりにくい側面もある。 

このことから，小樽商科大学のＣＯＣ事業における外部評価書は，大学と外部評価委員が

協働して取り組み，自己点検評価と外部評価を並行して，１つの報告書としてとりまとめる

方式で作成した。この方式での作成は，大学のスタッフが外部評価委員への個別訪問と意見

交換を繰り返すとともに，意見の取りまとめにも時間を要するものであったが，地域の意見

を聴き，地域に密着した取組を進めるという，ＣＯＣ事業の趣旨に沿った方式であったと高

く評価をしたい。 

以 上 
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プロジェクト成果物見本

【研究４】小冊子：小樽れっけん

【教育９】小樽鰊御殿英語版パンフレット

【教育９】
小樽港クルーズ客船外国人乗船客用観光マップ

【教育７】
小冊子：余市・小樽における竹鶴政孝とリタ
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プロジェクト成果物見本

【教育13】地域ガイドブック「たるぽーと」

【教育13】【研究16】
小樽市自治基本条例リーフレット

【研究16】観光情報カード

【研究16】ご当地キャラキャンディ

【教育４】北海道判例集

N

C
O
C
-
0
0
0
1

N

CO
C-
00
02

N

CO
C-
00
03

NNNNN

N

CO
C-
00
04

N

COC
-00

05

N
COC-

0006N COC-0007N
COC-0008

C
O
C
-
0
3
0
1

R

CO
C-
01
01

R

COC
-01

02

R

NNNN

R
COC-0

103R
COC-0104

58


